
伊賀市　事務事業評価シート 一般事務

コード 名               称 コード 名            称

事業名 230 納税貯蓄組合事務経費
会計 ０１ 一般会計
款 ０２ 総務費

基本施策 68 財政基盤を確立する 項 ０２ 徴税費
目 ０３ 徴収費

担当部課名 総務部税務課 細目 １０２ 納税貯蓄組合事務経費
作成者氏名 奥井周璽 連絡先 22-9615(内線2370) 細々目 ０１ 納税貯蓄組合事務経費

事業の計画・内容

事
業
の
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか）
納税義務者 納税者に納税意識の向上を促し市税収納率の向上を図る。

本
年
度
事
業
内
容

納税義務者への納期内納付、自主納付の推進を行う。
・納税貯蓄組合事務補助金
・納税貯蓄組合連合会活動費補助金

根拠法令・要綱等 納税貯蓄組合法

投入資源 事業実績
H17 H18（予算） H19（予算）

活動指標 単位
実績値 目標値

①投入人員 正規職員     （人） 1.7 1.7 1.7 H17 H18 H19

納税貯蓄組合事務補助金
交付団
体数

166 164
人件費合計（A） 12,240 12,240 12,240

②支出内訳 事業費（B) 12,537 13,337 0

（千円） 納組事務補助金 11,299 12,000
連合会活動補助金 666 680

その他 572 657

合計（A+B) 24,777 25,577 12,240

③財源内訳 特定財源 国県支出金

（千円） 地方債
受益者負担
その他特財

一般財源 24,777 25,577 12,240

上記①～③に関する特記事項

情勢の変化及び事業の改善点等
納税組合加入者への納税通知書の送付方法について検討する。

評
価

達成度 3
個人情報保護法によるプライバシーの保護の観点から、納付書等の送付方法について対策を講ずる必要がある。

効率性 4


	一般事務 (3)

